
[参考５]
平成１５年度予算に向けた事業評価等実施状況の概要

≪事業評価実施状況≫
１．新規事業採択時評価について

新規事業採択時評価実施要領に基づき、平成１５年度の新規事業採択箇所

について費用対効果分析を含んだ総合的な評価を実施している。現段階で評

価を実施した新規箇所とその評価結果については、以下のとおりである。

注１：費用便益比（Ｂ／Ｃ）は、事業採択の際に考慮する１つの項目であり、それを
含めて事業の必要性、効果、熟度等を総合的に判断して採択を行っている。

注２：各事業において費用便益比については、それぞれの目的、内容に応じ具体的な
算出方法を異にしていることから、各事業における費用便益比をそのまま異な
る事業との比較に用いることはできない。

注３：総事業費は確定した金額ではなく、評価を実施する際等に想定した概算値であ
る。費用は費用便益費を算出する際の費用であり、将来にわたって必要な建設
費用、維持管理費等を評価時点の価値に割り戻したもの。

【ダム事業（事業段階の移行）】
（直轄・公団）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）

設楽ダム建設事業
　中部地方整備局

2,000 3,095 1,118 2.8

小石原川ダム建設事業
　水資源開発公団

1,960 1,527 1,336 1.1

（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）

男川ダム建設事業
　愛知県

173 579 131 4.4

・昭和46年には、岡崎市、額田町で2,780戸の浸
水被害が発生するなど、過去１０年間に６回の
浸水被害が発生している。
  当該事業の実施により、ダム地点で160m3/sの
洪水流量を30m3/sまで調節する。
・平成13年には、断水被害が発生し給水車が出
動するなど、過去10年間に3回の渇水対策を実
施。（特にH12,13連続、今年も渇水対策実施）
  渇水が頻発し、また今後の水需要増が見込ま
れる額田市に対し、当該事業の実施により、水
道用水最大約2,500m3/日を供給できる。

浸水戸数：11,941戸
浸水農地面積：308ha

Ｂ／Ｃ

Ｂ／Ｃ

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）

総事業費
（億円）

便益（Ｂ）
その他の指標による評価

・平成６年には、新城市等で９１戸の浸水被害
が発生しているなど、過去１０年間に6回の浸水
被害が発生している。
・平成６年には１３１日間、最大６０％の取水
制限を実施しているなど、過去１０年間(H4～
H13）に１２回の渇水被害が発生している。
・当該事業の実施により、石田地点で７，１０
０m3/sの洪水流量を６，１００m3/sまで調節す
る。
・当該事業の実施により、渇水が頻発してお
り、また今後水需要が見込まれる東三河地域に
水道用水約0.8m3/sの確保等を図る。

・平成６年には、筑後川流域及び福岡都市圏に
おいて３３０日間、最大８２％の取水制限が実
施されるなど過去１０年間において４回の渇水
被害が発生しており、平成14年も7月以降、取水
制限が継続中である（12月現在)。
・福岡県南地区は、水道普及率が７６％と低
く、現況の水源による取水は限界に達してお
り、新たな水源が強く望まれている。
・昭和２８年には、旧朝倉郡内で死者２３名、
家屋流出９２戸の浸水被害が発生するなど過去
４９年間において７回の浸水被害が発生してい
る。
・当該事業の実施により、水需要の増加が見込
まれる福岡県南地域の水道用水として、0.65㌧/
秒（56,160㌧/日）を確保する。
・当該事業の実施により、ダム地点で３２０m3
／ｓの洪水流量のうち、２７０m3／ｓを洪水調
節する。

その他の指標による評価

費用
（Ｃ）

（億円）便益の主な根拠

浸水戸数：10,600戸
浸水農地面積：2,800ha

浸水戸数：1,884戸
浸水農地面積：1,258ha

便益の主な根拠



和食川総合開発事業
　高知県

136 205 109 1.9

【道路・街路事業】
（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）

銚子連絡道路
　千葉県道路公社

308 775 327 2.4

遠阪トンネル有料道路
　兵庫県道路公社

35 137 57 2.4

ＪＲ東海道本線等連続
立体交差事業（沼津駅
付近）
　静岡県

790 2,071 755 2.7

南海電鉄南海本線連続
立体交差事業(諏訪ノ
森駅、浜寺公園駅付
近)
　大阪府

430 396 172 2.3

西武池袋線連続立体交
差事業（延伸）（石神
井公園駅付近）
　東京都

430 429 172 2.5

ＪＲ鹿児島本線・豊肥
本線連続立体交差事業
（延伸）（上熊本駅付
近）
　熊本県

100 196 58 3.4

踏切交通遮断量：17万台時
／日

・交通の円滑化（５箇所の踏切除去等）
・中心市街地の活性化（上熊本駅前広場整備な
どの中心市街地内での都市基盤の整備）

総事業費
（億円）

浸水戸数：391戸
浸水農地面積：231ha

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）

（億円）
Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

便益の主な根拠

・地域づくりの支援（地域連携プロジェクト(但
馬地方拠点都市 Ｈ６指定)､大規模イベント（Ｈ
１８のじぎく兵庫国体）を支援する。）

・交通の円滑化（１３箇所の踏切除去等）
・中心市街地の活性化（沼津駅付近の低未利用
地を周辺土地区画整理事業と併せて整備）

・交通の円滑化（７箇所の踏切除去（うちﾎﾞﾄﾙ
ﾈｯｸ踏切６箇所）等）
・中心市街地の活性化（諏訪ノ森駅前広場整備
等の中心市街地内での都市基盤の整備）

・交通の円滑化（９箇所の踏切除去（うちﾎﾞﾄﾙ
ﾈｯｸ踏切８箇所）等）
・中心市街地の活性化（石神井公園駅前広場整
備などの中心市街地内での都市基盤の整備）

・地域の競争条件確保のための幹線道路網の構
築（地域高規格道路（銚子連絡道路）：二次生
活圏中心都市銚子市と県都千葉市との連絡強
化）
・都市圏の交通円滑化の推進（第３次渋滞対策
プログラム：猿尾交差点）
・道路の防災対策・危機管理の充実（国道126
号：緊急輸送道路一次路線）

計画交通量：9,200台／日

・平成元年８月には、高知県安芸郡芸西村で７
３戸の浸水被害が発生しているなど、過去１０
年間に４回の浸水被害が発生している。
　当該事業の実施により、治水基準点堀切橋地
点で４２４m3/sの洪水流量を３８０m3/sまで調
節する。
・平成８年１月には、最大１００％の１０日間
の取水制限を実施しているなど、過去１０年間
に５回の渇水被害が発生している。
　渇水が頻発し、また今後の水需要増が見込ま
れる芸西村に対し、当該事業の実施により、水
道用水0.0116m3/s(1,000m3/日)を供給できる。

踏切交通遮断量：42万台時
／日

踏切交通遮断量：16万台時
／日

踏切交通遮断量：19万台時
／日

計画交通量：8,700台／日

【港湾整備事業】
（直轄）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）

能代港　大森地区
エネルギー港湾(航路
(埋没))
　東北地方整備局

28 78 25 3.2

千葉港　葛南中央地区
多目的国際ターミナル
　関東地方整備局

25 98 22 4.5

東京湾　湾奥地区
海域環境創造・自然再
生事業
　関東地方整備局

25 110 21 5.2

Ｂ／Ｃ
費用

（Ｃ）
（億円）

便益（Ｂ）

便益の主な根拠

輸送ｺｽﾄ削減
(平成13年度 取扱貨物量：
2,725千ﾄﾝ/年)

・荷主と港湾間の陸上輸送距離の短縮により、
輸送コストが削減されると共に、ＣＯ２及びＮ
ＯＸの排出量が削減され、港湾の周辺環境が改
善される。

総事業費
（億円）

・過去に干潟であった東京湾の湾奥部に浅場・
干潟を造成する事によって、沿岸域における多
様な海辺生物の生息場を確保することができ、
２０ｈａにアサリが分布した場合、８～９万人
規模の下水処理場（濾過量：ＳＳ）に匹敵する
と推定される。

自然浄化機能の低下した東
京湾奥部における環境修復
効果（水質・底質環境の改
善、多様な生物の生息・生
育環境の回復）

その他の指標による評価

・船舶の大型化により、輸送コストが削減され
ると共に、ＣＯ２の排出量が削減され、港湾の
周辺環境が改善される。

輸送ｺｽﾄ削減
(平成11年度 取扱貨物量：
200千ﾄﾝ/年)



呉港　阿賀地区
臨港道路(阿賀ﾏﾘﾉﾎﾟﾘｽ
線)
　中国地方整備局

104 697 93 7.5

博多港　須崎ふ頭地区
多目的国際ターミナル
　九州地方整備局

119 421 92 4.6

（補助）

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）

中津港　田尻地区
廃棄物埋立護岸
　大分県

19 74 17 4.4

【都市・幹線鉄道整備事業】

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）

地下高速鉄道整備事業
（名古屋市６号線）野
並～徳重 4.1km
　名古屋市交通局

1,168 2,463 770 3.2

地下高速鉄道整備事業
（仙台市東西線）荒井
～動物公園 14.4km
　仙台市交通局

2,735 4,406 1,896 2.3

幹線鉄道等活性化事業
（宇野線・本四備讃
線）
　第三セクター

30 67 27 2.5

費用
（Ｃ）

（億円）

処分コストの軽減
（平成19年度 土砂総受入予
定量：
780千ｍ3）

費用
（Ｃ）

（億円）便益の主な根拠

平成19年度の需要：
40,500人／日

平成26年度の輸送人員：
87千人/日

輸送ｺｽﾄ削減
(平成19年予測交通量：
9,280台/日)

輸送ｺｽﾄ削減
(平成12年度 取扱貨物量：
861千ﾄﾝ/年)

総事業費
（億円）

便益（Ｂ）

総事業費
（億円）

便益の主な根拠

便益（Ｂ）

平成27年度の輸送人員：
130千人/日

Ｂ／Ｃ

・臨港道路の新たな整備により、渋滞が解消さ
れるため、ＣＯ２及びＮＯＸ排出量の削減、沿
道騒音の軽減が見込まれ、港湾の周辺環境が改
善される。

・荷主と港湾間の陸上輸送距離の短縮により、
輸送コストが削減されると共に、ＣＯ２及びＮ
ＯＸの排出量が削減され、港湾の周辺環境が改
善される。

その他の指標による評価

・航路・泊地の浚渫から発生する土砂の処分場
を確保することにより、事業進捗が図られ、船
舶航行の安全が確保されると共に、埋立完了後
の土地は「港湾関連用地」として有効に活用す
ることができる。

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

・鉄道空白域の解消、地域経済の活性化、環境
問題への対応等が図られる。

・鉄道空白域の解消、地域経済の活性化、環境
問題への対応等が図られる。

・駅周辺整備等沿線のまちづくり事業と連携す
ることによる相乗的な沿線地域の活性化等。

【都市基盤整備公団事業】

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）

寝屋川市駅東地区
第一種市街地再開発事
業
　都市基盤整備公団

121 205 128 1.6

【官庁営繕事業】

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
事業の
緊急性

計画の
妥当性

その他

成田空港地方合同庁舎
（増築）
　関東地方整備局

23 88 70 1.3 １０４点１２１点

　入居官署である税関出
張所は業務の多様化、業
務量の増大による狭あい
化が著しく、早急に庁舎
整備が必要である。

七尾第２地方合同庁舎
　北陸地方整備局

14 54 27 2.0 １１３点１２１点

　入居予定官署の既存庁
舎はいずれも経年による
老朽化、業務量増大に伴
う狭隘化が著しく、早急
に庁舎整備が必要であ
る。

費用
（Ｃ）

（億円）

総事業費
（億円）

便益（Ｂ）

便益の主な根拠

・当地区は都市再生本部が決定した「都市再生
緊急整備地域（「寝屋川市駅東地域」）」内に
含まれており、当該地域の整備方針に基づき、
以下のとおり事業推進を図るものとする。
・広域幹線と駅前広場を結ぶ都市計画道路（寝
屋川駅前線）の一部整備を再開発事業の中で行
い、地域の課題である寝屋川駅前線の早期整備
を実現する。
・既存ストック（駅前の再開発地区における商
業、業務機能）と連携し、生活・文化・学術の
機能を補完する施設整備を図るとともに、周辺
密集市街地の従前居住者等に対する受け皿住宅
等の整備を行い、密集市街地の円滑な機能更新
を促進する。

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

総事業費
（億円）

域内便益 ： 10,333百万円

域外便益 ： 10,169百万円

計画延べ床面積：6,900㎡

計画延べ床面積：4,576㎡

その他の指標による評価費用
（Ｃ）

（億円）
Ｂ／Ｃ

便益（Ｂ）

便益の主な根拠



中部空港地方合同庁舎
　中部地方整備局

27 143 47 3.1 １１０点１００点

  平成１７年３月に予定
されている中部国際空港
の開港に合わせ、関係官
署が入居する庁舎を早急
に整備する必要がある。

高松地方合同庁舎
　四国地方整備局

114 452 202 2.2 １２２点１３３点

  入居予定官署の既存庁
舎はいずれも経年による
老朽化、業務量増大に伴
う狭あい化が著しく、早
急に庁舎整備が必要であ
る。

福岡第１地方合同庁舎
（増築）
　九州地方整備局

60 125 110 1.1 １１０点１３３点

  省庁再編等に伴い新た
に設置された労働局の民
借及び分散の解消のため
早急に庁舎整備が必要で
ある。

名古屋税関麻薬探知犬
管理センター
　中部地方整備局

7 15 11 1.4 １０８点１１０点

　名古屋税関麻薬探知犬
管理センターは、平成１
７年３月に予定されてい
る中部国際空港の開港に
合わせ、不正薬物の摘発
に不可欠な麻薬探知犬の
管理及び能力維持の訓練
を効率的かつ機能的に運
用を行うため、中部国際
空港近隣に整備する必要
がある。

農林水産研究所生活技
術研修館
　 国土交通省

7 22 12 1.8 １０４点１１７点

　農林水産研修所生活技
術研修館は、経年による
老朽化が著しく、早急に
別地に新研修館を整備し
移転する必要がある。

中央合同庁舎第7号館
　国土交通省

685 2,086 1,382 1.5 １１７点１６１点

  入居予定官署の既存庁
舎はいずれも経年による
老朽化、業務量増大に伴
う狭あい化が著しく、早
急に庁舎整備が必要であ
る。

九段第３合同庁舎
　関東地方整備局

142 508 251 2.0 １１４点１３３点

  入居予定官署の既存庁
舎はいずれも経年による
老朽化、業務量増大に伴
う狭あい化が著しい。
　また、省庁再編等に伴
い新たに設置された労働
局の民借及び分散の解消
のため早急に庁舎整備が
必要である。

計画延べ床面積：31,175㎡

計画延べ床面積：187,269㎡

計画延べ床面積：36,899㎡

計画延べ床面積：7,408㎡

計画延べ床面積：17,943㎡

計画延べ床面積：1,804㎡

計画延べ床面積：1,909㎡

【船舶建造事業】

事 業 名
事業主体

大型巡視船
（ヘリ甲板付高速高機
能）建造（２隻）
　海上保安庁

160

大型巡視船（高速高機
能）建造（２隻）
　海上保安庁

107

小型巡視船（高速特殊
警備船）建造（１隻）
　海上保安庁

23

総事業費
（億円）

整備しようとする巡視船は、速力を極めて向上させ、また、夜間監視能力、捕捉能力、操縦性
能、射撃精度、警備広報実施能力等の向上も図られ、不審船事案に的確に対応できるほか、悪
質巧妙化する密航・密輸事犯、外国人漁業の監視取締等にも十分対応することができる。

整備しようとする巡視船は、速力、夜間監視能力、捕捉能力、操縦性能、射撃精度、警備広報
実施能力等の向上が図られ、また、ヘリコプター連携機能を有しており、不審船事案に的確に
対応できるほか、悪質巧妙化する密航・密輸事犯、外国人漁業の監視取締等にも十分対応する
ことができる。

整備しようとする巡視船は、速力、夜間監視能力、捕捉能力、操縦性能、射撃精度、警備広報
実施能力等の向上が図られ、不審船事案に的確に対応できるほか、悪質巧妙化する密航・密輸
事犯、外国人漁業の監視取締等にも十分対応することができる。

評価



２．再評価について

再評価実施要領等に基づき、①事業採択後５年間が経過した時点で未着工の事

業、②事業採択後１０年間が経過した時点で継続中の事業、③事業採択前の準備

・計画段階で５年間が経過している事業、④再評価実施後一定期間が経過してい

る事業等について、事業評価監視委員会を活用し、再評価を実施している。再評

価実施状況及び再評価を実施し、このうち対応方針が決定された事業のうち、現

段階において中止した事業は以下のとおりである。

【平成１５年度予算に向けた再評価実施状況】

事業種名 評価対象予定数 再評価実施状況

道路・街路事業

年度内に評価完了予定直轄・公団事業 約１００事業

年度内に評価完了予定補助事業 約１５５事業

河川事業

年度内に評価完了予定直轄・公団事業 約 ３５事業

年度内に評価完了予定補助事業 約 ６５事業

ダム事業

年度内に評価完了予定（６事業を中止）直轄・公団事業 約 １５事業

年度内に評価完了予定（６事業を中止）補助事業 約 １０事業

砂防事業等

年度内に評価完了予定直轄事業 約 ２０事業

年度内に評価完了予定補助事業 約 ４０事業

海岸事業

年度内に評価完了予定直轄事業 ２事業

年度内に評価完了予定補助事業 約 ４０事業

市街地再開発事業 約 １０地区 年度内に評価完了予定

年度内に評価完了予定土地区画整理事業 約 ６０地区

港湾整備事業

年度内に評価完了予定直轄事業 約 １５事業

年度内に評価完了予定補助事業 約 ７５事業

空港整備事業

年度内に評価完了予定直轄事業 １事業

航空路整備事業

評価完了直轄事業 １事業

都市・幹線鉄道整備事業

年度内に評価完了予定補助事業 １事業

年度内に評価完了予定都市公園事業 約 ７０箇所

下水道事業

年度内に評価完了予定公共下水道事業 約 １４０市町村

流域下水道事業 約 １０箇所

都市下水路 約 ５箇所

年度内に評価完了予定公営住宅 約 ５件

年度内に評価完了予定住宅地区改良事業 ２件

年度内に評価完了予定住宅宅地関連公共

施設等総合整備事業 約 ３０件

年度内に評価完了予定住宅市街地整備総

合支援事業 約 １０件

年度内に評価完了予定密集住宅市街地整

備促進事業 約 ２５件

注）・補助事業の対象件数は国土交通省調べによる



【中止する事業】

小川原湖総合開発事業（東北地方整備局）

渡良瀬川総合開発（Ⅱ期）事業（関東地方整備局）

清津川ダム建設事業（北陸地方整備局）

紀伊丹生川ダム建設事業（近畿地方整備局）

高梁川総合開発事業（中国地方整備局）

栗原川ダム建設事業（水資源開発公団）

入川ダム建設事業（新潟県）

湯道丸ダム建設事業（富山県）

黒川ダム建設事業（富山県）

伊勢路川ダム建設事業（三重県）

南丹ダム建設事業（京都府）

中山川ダム建設事業（愛媛県）

３．事後評価について

事業完了後の事業の効果、環境影響等の確認を行い、必要に応じて適切な改

善措置を検討する事後評価の試行に取り組んでいるところである。また、平成

１５年度からは、事後評価を本格導入し、その評価結果を今後の計画・調査等

へ反映する仕組みを導入する。

なお、今年度の事後評価の試行については以下のような事業を予定している。

（事後評価の対象事業例）

事業種名 事 業 名

道路・街路事業 一般国道196号 松山環状線

河川事業 阿武隈川上流五十沢地区改修事業

ダム事業 菊池川水系竜門ダム

砂防等事業 大源太川流路工

港湾整備事業 釧路港国内物流ターミナル

空港整備事業 旭川空港滑走路延長事業

官庁営繕事業 飯田橋地方合同庁舎

≪事業評価の向上に向けた取り組み≫

需要予測の前提条件としてＧＤＰ成長率や人口の将来推計を、関連する事
業分野間の共通フレームとして用いることにより、整合を図るべく検討を行う。
また、事業分野間における評価指標等設定の考え方の整合性確保への対

応、感度分析など将来の不確実性への対応等について有識者からなる研究
会にて検討を進める。


